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第２回「北海道創生総合戦略検証ワーキング」議事録 

 

（R1.7.16［15:00～17:10］道庁本庁舎２階 総合政策部会議室） 

 

【堤課長】  定刻になりましたので、ただいまから第２回の北海道創生協議会検証ワーキングを開会させていただ
きたいと思います。 

まず初めに会議に先立ちまして資料の確認ですけれども、今、事前にお配りした資料から、若干文言

の修正とか一部入っていますけども基本線としては変わりませんので、何かありましたらお申し付けい

ただければと思います。 

以下の進行は、小磯座長にお願いしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。  
【小磯座長】 

前回は第１回ということで、基本的な議論、ご意見、質問、それを今回整理していただいて、次の意

見交換につなげようということでございます。最初に議論いただきたい事項ということで、少しどうい

う論点で今日、我々が議論するかというところを整理していただきましたので、その説明からお願いし

たいと思います。 

 

【堤課長】 

資料番号ございませんけれども、本日ご議論いただきたい事項ということで、今回およそ 120分の

中で議事２、３、４、５、６ということで、ご議論いただきたいということですけども、まず初めに各

戦略の検証ということで、前回、基本的な事項、または数値等についてご議論いただきましたけれど

も、そのご意見を踏まえ、改めて整理し直しましたので、特にその検証ということで、各戦略の課題の

抽出、洗い出しというものを、ぜひ再度行っていただきたいということで、改めて議事にしております

ので、私どもから提示しました現行戦略における課題として取り上げる他に、取り上げるべき事項等が

あれば、再度ご意見いただければと思います。また方向性についても、ご意見あれば伺いたいと考えて

おります。 

議事の３つ目でございますが、前回ワーキングで全体像がちょっと分かりづらいということがござい

ましたので、基本的な考え方ということでイメージを整理いたしました。改めて目指す姿であるとか、

取組の基本方向、推進期間などについて、ご意見いただければと思いますが、後ほど資料に沿ってご説

明させていただきます。 

議事の４番目として、これが第２回のメインとなりますが、現行戦略策定時の 2015年から現在に至

るまで、経済社会情勢が変化しているところもございます。それに対応するために考えられる新たな視

点で、これについても整理をさせていただきましたので、これについてご意見いただくこと、さらに盛

り込むべき視点、キーワードがないかどうかについて、ご意見をいただければと思います。 

そうした２番目、３番目、４番目の議事を踏まえまして、次期戦略に向けて、ここが第１期の検証を

踏まえて重点的に取り組むべきだとかいうことを改めまして、各委員の皆様からご意見を頂戴できれば

と思っておりますので、ご議論をいただきたいと思います。 

最後に議事の６番目として、もうすぐでございますが、検証報告の取りまとめについて、目次を整理

いたしましたので、これについて柱立てなどにご意見があればということで、議論の６番目として設定

させていただいております。短時間でありますけれども、よろしくお願いしたいと思います。 

 

【小磯座長】 

ありがとうございました。この部分は、今日こういう形で議論を進めていくというご説明でしたの

で、この後、議論に入っていきたいと思います。早速、議事１の第１回目の主な意見ですね。 
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（議事１：第１回目の主な意見について） 
【堤課長】 

初めに、１番目の主な意見でございますが、資料１でまとめてさせていただいています。大雑把に人

口ビジョンに関すること、現行戦略の検証に関すること、新たな政策課題、次期の方向性ということ

で、備考欄に一番最初の若年女性に関することであれば、要因分析の資料提示に繋がるものとして備考

欄に書かせていただいております。備考欄にはないものでも、いわゆる新たな視点に繋がる、例えば人

口ビジョンところでは、札幌への人口集中であるとか、現行戦略で外国人の話であるとか、人口減少が

進む中でどのように住民サービスを創出していくかといった、その１枚目の下から２番目ですとか、そ

ういったものは、議題の４のところで改めて整理させていただきたい。 

また、今回いただいた意見も、取りまとめて報告書に反映させていきたいと考えております。特に前

回、梶井先生からご意見があった女性の転出傾向に係る要因分析につきまして、２枚ものの資料でござ

いますが、25歳から 29歳の学歴別・職業別就職割合ということで、これも北海道に限ったことではな

いですが、特に女性の方を見ていただければと思いますが、上が大学卒以上、下が大学卒以外という

か、高校専門学校卒ということですが、大学以外のところで 20.5％でありました。これが 20％から

35％まで上がっていく。下で 23.2％だった事務という職業も大学卒になると、37.5％ということで、

こういった専門的、技術的職業だとか事務の職業が、大学卒になると就職割合が増える。且つ、そうし

た仕事がいわゆる本社機能がある東京圏に企業が多く、そういう求人をしているものですから、特に地

方の自治体としてもそういった職業が少ないということで、東京に出る割合が多くなった一つの要因と

して考えられるということでございます。梶井先生の方から結婚が理由で東京に行ってしまうのではな

いかというような仮説があったんですが、札幌市の分析を踏まえると、結婚単体の選択肢よりも、就職

を伴ってということが多いようですというのを分析として取りまとめさせていただいています。これを

引き続き、女性、若者が東京に行ってしまう、北海道から離れてしまうというような要因分析は引き続

きやっていきたいと思っております。 

あともう１点、前回、柴山様から１人不足の状況を道経連の方でおまとめになって、2030年同じＧ

ＤＰを維持するとすれば、約 26万人が必要だということもございましたので、一番最後に、これも参

考資料として付けさせていただいておりますので、こういったものも検証ワーキングの意見として少し

でも取り入れていきたいと思います。何か柴山さんの方で補足するようなことがあれば、後ほどで構い

ません、お願いします。議題１について、まずはご報告でございます。 

 

【小磯座長】 

前回、それぞれご発言された方、こういう形でまとめていると確認していただいて、もしそこに表現

が適切でないなどあれば、ご指摘を後ほどでも結構でございます。 

これは最終の報告書の中にも我々の意見ということで整理していかれる想定なんですね。 

 

【堤課長】 

そうです。後ほどご説明しますが、すべての意見を別途議事録としてまとめますが、主な意見とし

て、各柱立てに沿って、関連したものについて、ピックアップして補足、補強する意見として、掲載さ

せていただきたいと思います。 

 

【小磯座長】 

それでは早めにこういう趣旨で言ったのではないということで、気がつく点があれば早めにご指摘い

ただいた方がいいかと思います。 

なかなか事務局でまとめられる場合、発言者の真意が伝わらない場合も、限られた時間での発言なの

で、ぜひ確認していただければと思います。 

時間の関係もあるので、議事の２番目に入ります。各戦略の検証でございます。 
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（議事２：各戦略の検証について） 
【堤課長】 

現行戦略の各戦略、重点、基本、地域戦略の検証は、第１回のワーキングで幅広く皆様からご意見を

いただいたところですが、数値目標であるとか、ＫＰＩの進捗状況にかかる検証、そして定数的評価

による検証を踏まえた課題の抽出ということを、これが次期戦略に向けては、道として重要なポイント

だと考えておりますので、先般いただいたご意見のうち各戦略の柱立てに関連するものについては、課

題の中に溶け込ませながら改めて、各戦略の検証として重点戦略プロジェクト、基本戦略の項目ごと

に、こちらの方で、主な課題と方向性ということで、整理をさせていただいております。 

また、これらの内容につきましては、毎年度の政策評価の中でのＰＤＣＡを加えて、検証ワーキング

開催にあたり、整理しております。現行総合戦略の施策に関しまして、それぞれの立場からご意見をい

ただけないかと思いまして、今回改めて整理しています。各戦略の特に主な課題につきまして、重点プ

ロジェクトについては、プロジェクト名からやっている項目が分かりにくいということで、２列目に枠

組みというものを書かせていただきましたが、この項目について、課題としてまだこういうものがある

のではないかとか、課題を踏まえると、方向性がちょっと事務局の整理とは違うんじゃないかといった

ことについてご意見を伺えれば思っております。また、それについては反映させていただきたいと思い

ますので、１個１個やっている時間は無いかもしれませんが、お気づきの点等についてご意見いただけ

ればと思います。 

 

【坪田委員】 

事前に頂いた資料が大分簡便に整理されていてよかったなと思っていたんですが、気がついたところ

だけちょっと今日は申し上げておきたいと思います。 

まず重点戦略のところで、２番目の「北のめぐみ」というのがあったかと思います。これが数値目標

としては製造業の付加価値生産性ということで、これはかなり玄人っぽい、プロ向けの指標だろうと思

いますから、ここはやっぱり道民に馴染み深いといいますか、興味関心を持っていただけるような指標

が加わるといいのかなと。例えば、やっぱり道民がどれだけ稼いでいるかという道民所得に関わるよう

な指標が何かあるといいかなと思いますし、それから、ここではエネルギーという課題もありますの

で、最近は再生可能エネルギーの投入状況、これが一つのトピックになってますから、こういったこと

が数値目標に掲げられるといいのではないかなと思います。 

確かにエゾシカの関係もあったんですが、非常に北海道らしくて、多分他の県では載らないような指

標なので、これはある意味面白いんですが、どこまで道民の関心事になっているかなという感じがして

います。そういった意味でその方向性の分かりやすさの観点からプロジェクトの再構築というふうに指

摘されていますが、ここは考え方としては賛同したいなということです。 

それからその下の「未来を拓く攻めの農・林・水産業」のところで、違和感があるのは、農業競争力

強化ということが果たして北海道農業にとって、最も重要なテーマなのだろうかということがありま

す。確かに北海道の農産物の輸出と言っても、多くは水産物ですから、だからホタテが多いですよね、

やっぱり水産関係、加工品が多いので、むしろ、農業競争力の強化といっても、今それこそ日米貿易協

定がどうなるかとか、そういう国際貿易交渉の協定の結果、影響がどう出るかということをある意味

戦々恐々としている状況ですから、そんな意味ではどうやって持続可能な第１次産業を作るのかと、そ

れによって、地域の農業農村社会、これをどうやって維持していくのか。さらには農業農村の持つ公益

的な機能をどう継続発展させるのか、こういった視点を持つ必要もあるんではないかなというふうな気

がしています。特に国連の国際家族農業年ということもありますので、北海道がＳＤＧｓを掲げてとい

うことがあれば、そこはちょっと意識したほうがいい気がします。 

ということで、とりあえず重点戦略については、そのような感想を持ちました。 

 

【熊谷委員】 

２つ目の北のめぐみ「資源・ひと・経済好循環」創出プロジェクトの枠組みの中では「エネルギー」

がありますが、主な課題の中ではエネルギーに関して触れられておりません。エネルギーでは、胆振東

部地震後、再生可能エネルギーについて、本州への供給や地域内での利活用も含め、今、地域資源とし
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て、例えばバイオマス資源の活用などが注目されております。災害時におけるバックアップということ

で、国土強靱化に入っているのであれば構いません。再生可能エネルギーの利活用としては、地域の送

電網が脆弱な送電網が課題について、別のところで整理するということであれば構いません。触れられ

てなかったのでお聞きしました。もう一点ですが、５つ目の多様な交流・連携と「北海道型地域自立

圏」形成プロジェクトの主な課題で、二つ目の小規模市町村では知識技術の継承が困難な状況との表現

ですが、おそらく技術職員がいなくて、いろんな面で取組ができないので、広域的に例えば土木や農業

などの技術職員を含めて連携をしたら良いのではとのことと思いますので、、「知識技術が継承困難」と

の表現についてはもう少し工夫していただければと思います。 

 

【梶井委員】 

１の「住まいる北海道プロジェクト」のところですが、これは一番住民の幸福実感度に近いところの

指標ではあると思います。数値目標の合計特殊出生率と同じ市町村に住みたい人の割合については、

「今後も粘り強く継続的に取り組む」しかないということで、これ以上書きようがないというところで

す。次の５年に関しては何か違う指標がないといけないんじゃないかという気がします。具体的な検証

に耐えうるような課題の出し方、数値目標があってもいいのかなと思います。 

それから同じ市町村に住みたい人の割合も、これ過疎地域で高齢化していれば、高齢者は死ぬまでこ

こに住みたいと思うわけですから、そういう地域ほど上がるわけです。この数値だけではいろいろな地

域の事情が見えない部分もあるので、次期の指標としては、もうちょっと考え直す必要もあると感じま

した。 

 

【小磯座長】 

前回の時も申し上げたんですが、この検証はどこまで検証するのか。私も前回、メリハリということ

を申し上げ改めて見ると、地方創生という政策の中で、この総合戦略は何を生み出すのか、総合計画と

変わらない、重点とは言いながらも、非常に幅が広いなと。そんなところを今回どういう方向で総合戦

略として組み上げていけばいいのか、どこかで議論しておかないと、それが実はこの検証ワーキングの

大事な役割じゃないかなということを今の議論を聞きながら改めて感じています。 

あと数値目標も前回の時は、国が数値目標、ＫＰＩという数字について非常に厳しく、またそれに沿

って積み上げたらこういうところしかないなということでしょうね。今、冷静に議論できる時期なの

で、例えば特殊出生率を上げるというのは、これも国が本気で家族政策、子育て支援政策を進めなけれ

ば達成できないので、それを安易に自治体の総合戦略、しかもツールもほとんどない、そういうところ

で目標値として考えていくことが、本当にいいのかどうかというところも議論しておかないと、またズ

ルズルと同じようなものになってしまうという、そんな意見が出たというとこだけでも残しておきたい

なということで申し上げます。あと細かいところでいけば、立て方の問題ということで申し上げれば、

資料２の３、４で、この当時は農林水産業、その競争力強化ということで、輸出を増やすというのが大

きな目標で、それに沿った数字になってというところです。ところが、これは先月、北海道総合開発計

画の推進に向けた部会の議論がありまして、その時に北海道総合開発計画でもこういう道産品の輸出と

いうものを一つの政策目標に掲げているのですが、実は今の日本の農業を見ると、結局、働き手不足、

担い手不足という、全産業そうですが、日本の農業そのものが担い手の問題からかなり生産力が落ちて

いく、そうなってくると北海道農業の役割として、国内の農業を支えていく、そういう部分が大きくな

るんじゃないか。だから、そこを見通すと実は海外への輸出というのは、日本の水産でもそれ以外のも

のも、いろんな制約があって、なかなか海外のマーケットに簡単に道産品を持っていけない。そんなと

ころからそういう輸出というところに重きを置いた考え方を少し見直していくべきではないかという議

論が出ていまして、私も同感しました。 

従ってそういう面でこういう数値目標そのものも、載せていいのかどうか。これは北海道の食の政策

を担う部分とのやっぱり基本的な政策についての考え方というのを整理していただかないといけませ

ん。一つの事例ですけども、そんなところを感じました。 
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【堤課長】 

改めて各戦略の検証につきましては、今、各委員の先生も、そのメリハリだとかについて、改めて方

向性もありますが、後の議論でもさせていただきますが、つけていかなくてはいけないということであ

ったり、ＫＰＩの立て方自体が、数値目標を置いて、さらにその数値目標を支える目標みたいなものを

立てた方がいいことだとか、数値目標の立て方も含めて、検討課題としつつ、坪田委員がおっしゃった

製造業の付加価値とか国民総生産とか所得を大きな目標と掲げ、その指標としての分かりやすさと実際

施策として効き具合の分かる数値目標の見せ方だとかというのは必要なんだろうなと。 

また、輸出の増加のところですが、これも後ほど新たな視点のところで、１期目のやったことを踏ま

えてそういった視点が出てくるのかなというふうに改めて思っておりますので、熊谷委員からご指摘の

とおり、表現についても、ちょっとブラッシュアップしていきたいと思いますが、重点戦略、基本戦略

について、今、いただいたご意見等を踏まえて、課題抽出ということでさせていただきたいと思いま

す。 

 

【小磯座長】 

それでは、次の資料の説明を。 

 

（議事３：次期戦略策定に向けた基本的な考え方に関して検討すべき事項について） 
【堤課長】 

資料３、議題の３つ目の次期戦略策定に向けた基本的考え方に関して検討すべき事項ということで、

どこまで検証するのかというご意見も前回いただいておりますが、大凡につきましては、上に現行戦略

としまして、目指す姿、推進期間は 27年からの５年間、そして、取組の基本方向として、一つ目に人

の活躍の場、二つ目に安心して暮らし続ける生活の場、三つ目に力強い経済と働くことのできる就業の

場ということの三つの基本方向を指し示して、構成といたしましては、今、ご議論いただきましたが、

重点戦略、基本戦略、地域戦略という三つの項目立てで戦略を作っているところでございます。 

今回、第１期の検証ワーキングの各施策の推進状況を見ていただいておりますが、全体像といたしま

しては認識をここで指し示しておりますが、これまでの取組を土台として、やはり人口減少問題、長期

的な視点に立って切れ目なく粘り強く取り組んでいくことが重要ということなのかなというふうに事務

局として考えておりまして、そうした中で第１回にご議論いただいた人口ビジョンについては時点修正

ということで、これまでの中長期的な目標ということでいいでしょう。大きなところでは、掲げており

ます目指す姿、取組の基本方向についても、これは５年前、しっかりとした議論を踏まえているという

ことで、現行戦略から引き続き継承していきましょう。推進期間につきましても、今、国の方でもやっ

ておりますが、市町村と北海道全体が一体として取り組むべく、５年間ということでどうでしょうか。

構成につきましては、第１回または、今の第２回の短い議論の中でも重ねて出てきていますが、構成自

体は、同じ基本戦略である程度網羅的にしながらも、メリハリをつけた重点戦略、分かりやすい数値目

標だとかということで、さらなる重点化を図りつつ、かつ全体として、青字で書いておりますが、新た

な視点ということで、第１期目からの情勢変化を踏まえて、戦略の足らざる部分というか、変更しなく

てはいけない部分は、加えていきたいというのが全体の考え方で、その推進管理につきましては、創生

協議会についても、小磯座長からご意見いただきましたが、基本線としてはＰＤＣＡサイクルを回しな

がら、ＫＰＩに基づいて、やっていくことが必要であろうということで、改めまして、全体像というの

を今回示させていただきましたので、ここについても、もっと何か検討が必要だろうということがあり

ましたら、大きなフレームワークの中でご意見をいただいて、さらなる重点化だとか新たな視点につき

ましては、次の議事の方でご意見を賜りたいと思いますので、この枠組について何かありましたら、ご

意見いただければと思います。 

 

【小磯座長】 

今、課長から説明いただきました前回の議論の中で、これまで５年やってきたけど、今後、北海道地

方創生を進めていくんだという、基本的な考え方みたいなところを少しお示ししながら議論していただ

いた方が、基本的な議論それから意見交換というと分かりづらくなるので、その辺のところについて、
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考え方を今回示したというところです。 

今の話を聞くと基本的には枠組は変えないで、戦略の重点化とか、戦略の視点でこれも当然５年間経

ちましたから、その辺のところをブラッシュアップしながら進めていきたいということです。 

 

【坪田委員】 

今のフレームワーク、フレーム自体の組み立て方については異論ないんですが、例えば初めてこの資

料見た方が、重点戦略と基本戦略の両方を見て、例えば合計特殊出生率の話とか、同じ市町村に住みた

い人の割合とか、共通している指標ですけど、どっちが重点でどっちが基本かという、基本戦略とは何

かとか、重点戦略とは何かという、これは相当簡単に説明しましたから、逆に分かりづらくなったのか

もしれません。その基本とそれから重点の関係を、ちょっと分かる形にした方がいいような気がしま

す。 

 

【堤課長】 

本当は重点戦略については、この基本戦略の中でも、特に北海道の強み、独自性という観点から、施

策を絞り込んで政策資源を集中投下するというコンセプトでまとめたのですが、そこがやはり交付金を

国からもらうための方便的なものが、政策連携だったんですけど、そういうのをちょっとまとめた過ぎ

たとか、数値目標も両方一緒に使うんだからもう少し分かりやすくというか、本当に基本戦略の中でさ

らに再構成するというよりも、さらに基本戦略の中でも重点は何だというような観点が必要なのかなと

思いつつ、前回は北海道の強みというものをスポット分析とかでやった上で、こういった政策間連携の

もとで作って、やっぱり少し分かりづらいというか総花的になったところが、この検証ワーキングのご

意見などを踏まえて、次に生かしていきたい。 

 

【小磯座長】 

まず坪田さんのご指摘いただいたとこは大事なところで、前回の総合戦略を作る時も当初は重点化を

しっかり図って、分かりやすく人口減少の政策のためには、これだけはというところを目指した議論だ

ったんですが、結果的には、これは私の印象かも分からないですけれども、これは抜けてるという議論

がいろんなところで出され、結果的には重点化と言いながらも、基本戦略も重点戦略も本当に網羅的に

なり、そこには当時のやむを得ない背景として、一括交付金が地方創生で措置される可能性があるとあ

りがたいので、それは総合戦略に掲げられた施策に一括交付金が措置されるということを前提に少し網

羅的に書いた方がいいのではないかということで、これは大事な戦略でしたが、ただそれは結果的には

あまり意味がなかったと言ってもいいぐらいの、そこの評価も大事だと思うんです。また同じ発想で議

論すると、また同じような施策を網羅すると。だから前回は一括交付金、自由に使える交付金が出ると

いう前提で網羅的に施策を総合戦略に掲げた。それが結果的にこの５年間でどうだったのか。その検証

というのが非常に大事な検証で、もう期待する形で網羅的な施策を掲げることが必要ないのであれば、

本当に重点化に向けた、しっかりとした人口減少という潮流に対して、これだけは北海道として地方創

生でこうしておかなければならないという、そこを分かりやすく重点化して伝えるというのが政策とし

て大事なことなので、そんな議論が一つの検証なのかなと個人的には感じますね。 

【梶井委員】 

お金は有効に使われたのでしょうか。 

 

【小磯座長】 

逆に言うと地方創生交付金の検証というのはどうなんですか。北海道としてそれは使い勝手がよかっ

たかとか、どういうところに使われたのか、大事な検証だと思います。 

 

【堤課長】 

そこは最終的に今ここでお示しているとおり、合計特殊出生率とか製造業の付加価値額とかというこ

とを目標にしていますので、そこを言われると直接うまくいってないんじゃないかということになりま

すけども、事業自体は、着実にやった上で、ただＫＰＩの立て方と事業内容が貢献度というかそのまま
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数値に結びついてないのを、もう少しやらないといけないのではないかというのがあるかと思うんです

が、事業自体は適正にやった上で且つ、あんまり効果が出てないという。事業等のアウトプットの目標

と次にアウトカム、ＫＰＩ、数値目標のところを、できてない部分も一部あるかと思うんですが、交付

金事業がどうだったのかといえば、きちんとやってはいるのですが。 

 

【小磯座長】 

使い勝手がよかったかどうかという検証は大事ですけどね。当初は、非常に裁量のある自由度の高い

交付金が地方にもたらせると、当初は 100％だと、結果的にはそれが 50％で半分になり、なおかつ使

途についてもかなり注文がついてきたという。少なくとも市町村に交付された交付金、アンケート調査

などでは非常に不満が強かった。それは北海道として受けた交付金について、どういう評価・検証する

のか。そこはどういう評価のやり方がいいのかとか、難しいところがあると思うんですけれども、これ

は避けては通れないでしょう。 

 

【堤課長】 

全国知事会や北海道もそうですが、もっとも地方自治体が市町村もそうですが、主体的に事業を行え

るように、額を多くした方がいいんではないかとか、使い勝手の悪さ、国の方としても改善はしてき

て、今までは、どんなにやっても９月スタートだったのをちゃんと４月から事業スタートできるように

改善はしているんですが、それにしても施策メニューの制約があるので、もっと自治体に自由にやらせ

てほしいだとか、費目としての制限をなくしてほしいとか、いろいろ言ってはきているんですが、そこ

は小磯座長からも沖縄の一括交付金みたいなものとか、一番最初の石破大臣の頃の自由度の高いものと

いうのは当然、私たちもその方が主体性を発揮できるんだろうと思うんですが、今のところは与えられ

た枠内の中で最大限の効果が発揮できるように使っていく必要があるのかなというふうに捉えておりま

す。 

 

【小磯座長】 

道としての交付金についての検証ですよね。少なくとも、どれだけの交付金の額があって、どういう

ことに使われているという、それぐらいの整理がどこかでされないと。 

 

【堤課長】 

それは毎年の報告の中でやっております。 

 

【小磯座長】 

今回の検証ワーキングの中では。そこには交付金絡みの項目はあるのですか。 

 

【堤課長】 

交付金の資料も整理してお出しして、この５年間でどのような事業にお金が使われているというのも

御提示したいと考えております。 

 

【坪田委員】 

毎年度の各予算事業を見ると、それは出所がどこか全部分かるようになっているんですよね。これが

地方創生関係の交付金でやられているっていうのも、それを細かく見ていくと 300万円単位のお金が

出てくるので、そこと今回のプロジェクトの紐づけというのか関連づけとか、何を期待してこの国の地

方創生交付金で手当してきたのかといった関連づけが、私は非常に興味があって、例えば、私は労働組

合ですので、労働関係の事業、経済部の事業の中でも、地方創生関連の交付金でやっている事業がいく

つもあることはあるんです。不満だったのは、結構他の県では、地方創生関連の交付金を使って奨学金

を手当しているんですよね。北海道の企業に勤めた学生には、奨学金の返済費用を出しますよっていう

のを地方創生の交付金でやっていたんですよ。国もそれやっていいですよって話だし、学生支援機構で

すかそれを紹介していたんですよ。北海道だけされないんです。例えば、そういう本当に必要とされる
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事業に地方創生の交付金が使われたんだろうか、事業化できたんだろうかという見方もできるし、そう

いうのはこれから北海道で住み続けたいと、或いは、住み続けようと思える重要な事業の一つかなと思

っているんで、できれば次には次期計画の時に合わせて、北海道の企業に就職した学生の奨学金として

使えるようにならないかなと。 

 

【小磯座長】 

考えたら地方創生の一番のツールが創生交付金ですよね。その交付金がどういう事業に使われ、それ

が本来目指した政策にどこまで見合うものがあってというような、その検証は最低限、必要だと思いま

すけどね。 

ただ、北海道庁としての交付金の事業等から、北海道内の市町村の交付金、圧倒的に市町村が多いの

で、市町村の部分も北海道の意見としてどこまでフォローするか、これは別途あると思います。 

 

【梶井委員】 

次期の５年間のことを考えた時に、それぞれの自治体が疲弊して、やる気がなくなるのが一番怖いと

思います。人口減少という厳しい状況の中で、どういうふうにもう一度地方創生への意識を上げていけ

るのか。そんな音頭取りというのも道庁には必要だと思いますので、そこら辺、次期の中で考えていた

だきたい。 

 

【小磯座長】 

例えば、市町村のこういう有識者を集めた検討会の最大の仕事は、市町村が使った地方創生交付金、

その事業の進捗管理です。それは国が進捗管理のＫＰＩのチェックに関しては産学官金労言の協議会

で、しっかり検証しなさいと言われているから開催すると、これは小さな自治体にとったら、それだけ

でも大変な仕事です。しかもそれがそれぞれの専門家から見て分かりやすい、チェックしやすい数字か

というとそうでもなくて、そういうのもしっかり検証して次に進めていくような、そういう評価・検証

っていうのは、私は大事だと思います。 

 

【小林委員】 

交付金の話になってしまったのですが、５年前って地方創生の期待というのは、もっと大きかったの

ではないかと思っていまして、そのあと女性活躍になったり、人生 100年とか、いろいろ国の中での

優先度の位置付けみたいなものも大きく変わってきたのかなと思っていまして、今回、検証ワーキング

で次期戦略策定に向けてということなのであれば、国の中での位置付けも変わってきているんじゃない

かっていうところをまず検証しないと。多分と道庁の戦略は正しかったのかもしれないですが、国の中

で予算の付き方とか、こういう交付金を取るために、ＫＰＩを作ったんだけど、そうはいかなかったと

か、多分、戦術とか戦略とか、結構国の位置付けに左右されているのかなっていう印象を受けました。 

 

【小磯座長】 

そこも大事なところです。国があれだけ力を入れて地方創生を進めたその姿勢が、いつの間にか政策

的の重点が変わってきたというような。それを踏まえて、次の我々の次期戦略に向けた取組にどうつな

げていくのかということですね。 

 

【堤課長】 

国もいろんな意見があるかと思いますが、地方創生に関して安部総理大臣も全く位置付けは変わら

ず、施策としては重要だというのは言い続けていますし、国の第２期の戦略におきましても、やはり当

然のことながら人口減少、継続的にやっていかなければいけないということがあるので、小林委員が言

っているのは、重々分かった上で取扱いを、それこそ戦略、戦術的に行っております。 
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【小磯座長】 

皆さんの立場では、おっしゃるとおりなので、そういう意見が委員の中から出たという、そういう形

で沢山意見が出ていれば、それは一つのメッセージになりますから、そういう形で整理していかれたら

どうなんでしょうか。それぐらいやられた方がいいと思います。 

私もやっぱり、いくら安部総理が地方創生は大事だとは言っても、全体の政策のスキームを見れば相

対的に力がやっぱり比重を低めていると。その中で我々は、そういう委員の意見として、出していくと

いいと思います。 

 

【堤課長】 

交付金事業に関しても本当にそういう意見が出ているし、私たちとしても道から国に積極的に提案で

きるようなものということを、ご意見から作っていきたいと思います。 

 

【小磯座長】 

私も他の地方創生の議論に参加することがありますけれども、本当に厳しいです。だから北海道で地

方創生の検証をして、政府の政策に賛同するような検証であれば、それが北海道の姿勢としてちょっと

認識が違う。逆にそういう声をざっくばらんにいただくのが、この検証ワーキングの役割になるんじゃ

ないでしょうか。前回は少し道の立場も示された方が、議論が発散しないということでアドバイス申し

上げたんですけども、そこは大事な意見として報告書につなげていきたいと思います。 

時間の関係で最後までできるか分からなくなってきましたが、今日のメインですか、経済・社会の変

化を踏まえた新たな視点について説明をお願いします。 

 

（議事４：経済・社会の変化を踏まえた新たな視点について） 
（議事５：重点的に取り組むべき事項について） 
【堤課長】 

資料４でございますが、改めまして、平成 27年に人口ビジョン、戦略を策定しまして、その中でも

経済・社会情勢が大きく変化してございます。そうした変化に向けた、新たな視点について１回目のワ

ーキングでも、様々ご意見いただいておりますので、それを踏まえて抽出したものになっております。

はじめに、人口減少、一番上の○につきましては、言わずもがなですが自己検証が進んできていると、

この先も長期的に見込まれる。そうした中で、私どもとしての視点として、定住人口と観光人口の間の

継続的に多様な形で地域と関わる関係人口の創出・拡大といった観点があるのではないか。 

また、二つ目のところですが、人口減少を前提として生活サービスの機能の集約などといった、持続

可能なまちづくりという視点。また、もう一つ、人口が減少していく中での将来の地域を支える人材育

成ということで、高等教育段階からのふるさとの愛着を育む「ふるさと教育」といった未来を支える人

づくりといった視点が、考えられるわけです。二つ目の雇用情勢ですけれども、喜ばしいことに有効求

人倍率は年々上昇していますが、人手不足が幅広い分野で顕在化している。そうした中、女性、高齢者

の社会進出が進んで就業率は上昇しているけれども、まだ労働力人口という点では力不足というか、ま

だまだということで、新たな視点といたしまして、人手不足とともに女性、高齢者または障がい者も含

めて安心して働ける環境つくる、多様な人材を活用していくというような視点が考えられるのではない

か。 

三つ目にはグローバル化の進展ということで、これまでの４、５年ですけれども、これまでも外国人

観光客の急増、また、入管法の改正による外国人労働者の増加が見込まれるというヒトの部分。また、

食品輸出額が増加しているとともにニセコ、倶知安をはじめとした海外の直接投資が拡大しているとい

うヒトとモノとカネのグローバル化が進んでいることから、外国人材の活用を新たな視点として外国人

材活用促進、外国人との共生、さらには東京経由ではなくて地域と世界が直接つながるという視点を持

った戦略の展開というのが考えられるのではないかというのが、グローバル化の進展。 

四つ目に技術革新、スマホの急速な普及だとか、ネットワーク環境の劇的な変化、またはＡＩ、Ｉｏ

Ｔの実用化などが進んでおり、そうしたところから自動運転やスマート農業、または教育分野の遠隔教

育、また医療といった未来技術の活用という視点は広くあるのではないか。 
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五つ目は札幌への人口集中ということで、人口集中が依然続いていく中で、より一層の連携強化が必

要ではないか。最後にＳＤＧｓということで、国内、道内においてその取組が広がっている中、昨年北

海道においても推進ビジョンを策定しておりますが、地方創生とＳＤＧｓは親和性が高いということも

考えられるので、いつ理念といったものも組み込んでいく必要があるのではないか。 

以上、後ろに参考資料を付けておりますので、後ほどご覧いただきたいと思いますが、今、私どもで

例示として戦略策定後の経済・社会情勢の変化、また新たな視点を提示させていただきましたが、こう

した捉え方に対する、ご意見であるとかほかに反映すべき事柄、また抜け落ちているキーワードがある

んじゃないかなどについて、ご議論いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

【小磯座長】 

この部分は検証ということで、皆さん方もそれぞれの専門の立場で新しい時代の中でどういうふうに

思っているかという意見をお伺いできればと思います。 

 

【篠崎委員】 

人口減少社会に入ってきている中で、私としては重点戦略プロジェクトの絞込みが必要だということ

で、お願いしたいというわけではないのですが、市町村の立場としてお話したいのは、まず人口減少下

においても持続可能なまちづくりというところです。これから人口は札幌も減ってく中で他の都市も減

っていくのが統計的に見られるわけで、ここで何とかしようというのが分かるんですが、そういう中で

この間も話しましたけど、公共交通機関の問題とか、地域の人が少なくなることによって、その経済力

が低下していることですとか、そういうことが間違いなく今後起きてくるだろうということをご存知だ

と思うんですが、そういうところの視点を強く言っていかないと、住んでいる人が幸せに暮らしてほし

いなというのがある中で、だんだんとその社会基盤がもがれてくような状況になってくるというのは、

これからの社会の中であってはいけないことだと思います。そういう部分で地域の活性化とまではいか

ないまでも、維持継続ができるような、そういう施策を重点プロジェクトみたいな形でやっていただけ

ればというのが一つあります。 

もう一つは、やっぱり外国人の方って言っても、どちらかと言うと介護です。介護の関係で入ってく

るのが今、多いですが、間違いなくその人材が足りないと、そういう労働力が足りないということは、

日本の国の中でも間違いなく北海道にも入ってくる話だということであれば、それに対応した社会の仕

組みづくりというのを、先手を打ってでも進めていただいたかないと、必ず言語が違うというところで

すとか、相談する場所がないですとか、そういうことの問題は、既に起こっているというふうに今朝、

テレビで見ましたけど、そういうことはやはり対応していかなきゃいけないということで、今後は人数

がどんどん増えて入ってくるはずなので、それに対応したまちづくりというのを、社会の仕組みづくり

というのは進めていただきたい。以上です。 

 

【坪田委員】 

今のお話とも関連するんですが、今回の国の「まち・ひと・しごと基本方針 2019」の中を見てみま

すと、地域経営の視点で取り組むまちづくりっていうところがあります。私がちょっと興味深いなと思

ったのは、地域交通の関係です。地域交通の関係で言いますと、競争政策を見直そうということが一つ

今回、うたわれていまして、具体的には地域公共交通活性化再生法を見直すということも言われていま

す。これは将来的に、今まで独禁法上できなかったことをやってこうと、それによってその地域の公共

交通を守るっていうような新しい政策の展開にもなるので、ここは北海道にとっても重要なポイントに

なると思いますので、是非、時期を失せずに、道、それから関係する市町村との連携を深めて取り組ん

でいただきたいなと思います。 

それと人口減少のところで言いますと、若い人たちの流出をどう抑えるかということが、重要なこと

と、それから北海道は特に３年以内の離職率、高校生大学生の離職率の高さが、全国を上回っていると

いうことが結構前から問題になっていて、道庁も若者早期離職防止総合プログラム、これを展開してき

て、今年度が最終年度なんですよね、４年間の計画プログラム。これはまだまだ継続する必要性がある

んじゃないかなと思うんです。若者が離職しちゃうっていう職場は、どういう職場なんだろうか。離職
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した若者たちはどこへ行って何をしているんだろうか。北海道を離れているかもしれないし、せっかく

の人材をみすみす手放すようなことがもしあるのだとすれば、これはやっぱりもうちょっと力を入れて

いく必要性がある課題じゃないかなというふうに思います。 

それともう１点だけ申し上げますと、今回、例の就職氷河期世代プログラム。これが出たっていうこ

とで、これは３年間のプログラムですけれども、ちょうど今回の次期総合戦略に関わってくることにも

なりますので、どちらかというとそれは経済部の話なのかもしれませんが、非常にここに注目してやっ

ていっても、今回はいいんじゃないかなという気がしています。やはりこの就職氷河期世代があと 5

年、10年経った時に、いよいよ高齢期を迎えて、将来どうするんだということになりますので、ここ

はしっかりと北海道の人材ということで、この中にもありますが、そことの関連でしっかりと取り組む

必要性がある課題だろうと思います。 

 

【熊谷委員】 

この場にて定義を議論するのはどうかとは思いますが、人口減少の項目の中でで、新たな視点として

「関係人口」という言葉が出てきています。この関係人口の理解の仕方で、数値目標を定めて評価をし

なければならないということであれば、関係人口という捉え方が、例えば、好きな町に訪れることも関

係人口になると思いますし、ゴールが移住ではないと思います。また、ふるさと納税で寄附することも

関係人口になると思いますし、最終的に地域の活性化になるのはもちろんですが、ゴールが移住という

ところに結びつくというのがどうなのか。その評価という数値が、どこを基準にした評価になるのかは

非常に難しい気がします。 

 

【小磯座長】 

（事務局の）中では関係人口の議論はされましたか。 

 

【髙見局長】 

国の方で出てきているんですが、新しい知事も夕張市時代に関わり人口ということで、同じような考

え方を、それでいろんな首都圏の人とかに、応援していただいたっていう経験があるものですから、関

係人口ということに関しては、思い入れはあるんですが、今おっしゃったように、定義の問題で人によ

って捉え方が違うのと、じゃあどういうふうに把握するのかと、何でも関係あればいいのかと、納税か

ら観光客に近い部分まで幅広いものですから、それにどう落とし込んでいくのかというところが一つ大

きな課題ではあります。 

応援団会議なんかも正に関係人口の入口として使いたいというのもあるんですが、本当に北海道のメ

ルマガを読んでくれる人も関係人口かもしれないし、ふるさと納税してくれる人も関係人口かもしれな

いし、そのあたりどういうふうしていくかというのは、難しいところではありますが、必ずしも移住定

住してくれる人だけがではなく、これから関係人口的な部分も入れていかないと、なかなか難しいので

はないかという認識までは共有できているんですが、実際の落とし込みですよね。 

 

【小磯座長】 

確かにまだ関係人口って定義されて間もない、人によってイメージが違うので、難しくなるんです

が、もし知事が前向きなものを持っていたら、この機会に北海道としての地域の立場から見て、こうい

う形で捉えることによって、将来の北海道の活性化につながる。従って我々の北海道の次期戦略として

は、こういう捉え方で関係人口戦略を構築していくという前向きなメッセージにつなげていかれたらい

いんじゃないでしょうか。 

 

【堤課長】 

前向きなメッセージを出しつつ、熊谷委員会から出されたような懸念もあるので、そこはフォローし

た上で前向きなメッセージを出していきたいと。 
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【小磯座長】 

その時には少しこの定義の議論も、作業として合わせてやっていただきたい。難しさはあると思いま

す。是非前向きに。 

あと、いかがでしょうか。 

 

【小林委員】 

今回の新たな視点のところ、これまでの議論もそうなんですが、人口の減少と高齢化にかなり偏って

いる印象がありまして、私はどちらかというと箱物とかインフラの老朽化っていうんでしょうか、そう

いった視点も一つ入れてもいいんじゃないかと思っていまして、その物流とか２次交通みたいなものも

含めて、道路とか水道とかダムも含めて、そういったものが、ある程度きちんと維持されていないと外

国人観光客の誘客にしても食品の輸出にしても、なかなか成果をあげられるものではないと思います。

そういった視点もあってもいいのかなと私は思います。 

 

【小磯座長】 

大事なところですね。私もインフラの問題というのは、政策分野的には国土強靱化計画とか、長寿命

化計画とか、政策としてきちっとやっておられますけど、これだけ網羅的にいろんな政策に取り組んで

るわけですから、多分、人口減少という時代の中でやはり大事でしょう。 

 

【梶井委員】 

これも本当に古くて新しいことなんですが、人口減少という状況の中でやっぱり教育、人づくりが大

事だと私は思うんです。教育ってことがあんまり入らないんです、国の施策の中でも。先ほどの早期離

職の問題とか、引きこもりの新たな支援の問題とか、もちろん若者の就業支援ってことも含めたらすべ

てが教育に関わってきます。たとえば Society5.0を言うのであれば、それに対応した教育の強化と

か、そういうふうにして北海道のテーマを支える、そのイノベーションに応えうるようなもしくはコミ

ュニケーション能力を備えるような人材を輩出するんだという、何かこう教育に力を入れるという新た

なシステムがあっても良いのかなというふうに、私の専門とする分野的にはそう思います。 

 

【坪田委員】 

これふるさと教育というのはどういうものなんですか。 

 

【堤課長】 

地元学みたいなものが一つあるんですが、いわゆる課題を与えて、探求的な学びの学習のような、な

んと言っていいんでしょうか、そのような地域課題を子ども達が現地に行ったりして学ぶというか。 

 

【坪田委員】 

例えばニセコ高校で観光学科がありますよね。まさにそういう地域の歴史文化、それから自然、そし

てニセコの観光を考えるという、まさにフィールドワークをニセコに考えているのがニセコ高校の観光

学科なんですよ。。 

 

【堤課長】 

それが今、小中学校生がメインだったのをニセコでやっているように高校生にも加えてやっていきた

いというのが今、地方創生の観点からも大事なことなのかなと。今までのスパンの長い１００年の教育

の重要性は分かりつつも、施策の効果がすぐ出てこないので、見過ごしてたところなんですが、改めて

地域を支える人には教育というのは大事だろうというふうに。 

 

【梶井委員】 

それは私も否定しないんですけど。 
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【髙見局長】 

教育委員会も遠隔授業みたいなやつもすでに始めていて、留萌管内の遠別高校の生徒が札幌のいわゆ

る進学校の先生の授業を受けれるようにとか、いろいろ取組等が始まっていますから、学力の向上も一

方で大事なんですが、案外、自分の町の歴史や文化を知らなかったり、自分の町にある会社のことと

か、企業のこととか産業のことを知らずに、何となく札幌に行ってしまう、何となく東京に行ってしま

すという子もいるものですから、そこはやっぱり地元のことも、しっかりと小さいときから教えてかな

いと、割と良い会社が地元にあるはずなのに、何も知らずに札幌の方に行ってしまうというところがあ

るんです。その辺りの部分では今回の地方創生においては、教育が地方創生にかける一つ今回の柱とし

て国も持っているのかなと思っています。 

 

【坪田委員】 

今の話でいくと、こういう基本計画が今年度で終わって、次の計画づくりに関わってくるっていう話

は前回に言いましたので、そういう地域の産業教育ってことは以前からも行われていますから、そこが

大事だということであれば、もっとそこを深めていく、広げてくっていう視点を持った方がいいのと、

それとこれはなかなか大変なことかもしれませんけど、高校の間口削減の問題ですよね。高校教育にお

ける地域人材の育成の重要性を指摘したところで、やっぱり教育委員会は一定の基準に基づいてね、高

校を削減してしまうわけですから。これ地元が反対してもなかなか思うようにいかなくて、もちろんサ

テライト校だとかいろんなやり方でどうにかしようっていうこともあるけれども、やっぱり何とかそこ

で高校を残したいっていう地元の声、地域の声にどうやったら応えられるか。これ教育行政ともしっか

りと連携する必要があることだろうなと思います。 

 

【小磯座長】 

教育分野との連携というのも一つ新しい地方創生として打ち出して行っても、私は面白いと思います

けどね。 

さきほど坪田委員から北海道は若者の離職率が高いという話がありましたが。 

 

【坪田委員】 

3年以内離職率というデータを北海道労働局で出しているんですけど、高校生の場合ですと 4割 8分

か 9分、大学生が 3割ちょっと。 

 

【小磯座長】 

それはどのような要因があると見ていますか。 

 

 

【坪田委員】 

まず就職の担当の先生が、「あなたはここに行きなさい」といった指導をしてしまい、選択の余地の

幅があまりないっていうところも一つ問題があって、そこでマッチングがうまくいかなく、結局辞めち

ゃうっていう、それも結構大きいと思うんです。やっぱり一般求職者と違いますので、学卒の求職者は

ある意味、学卒として採用枠はあるわけですから。先生方も進路指導で、そこをきちんとはめちゃうわ

けです。それはそこでのやり方なんだけれども、離職しても僕はいいと思うんですよ。いいけども、離

職したらどこでどうなっているのかわからないっていうところが課題ですので、やっぱりその離職後の

後追い、フォローもしていく必要がある。場合によっては教育訓練の機会をちゃんと提供する。特に北

海道は公共職業訓練、ポリテクセンターにしても高等技専にしてもそういう機会があるわけですから、

そういう機会に繋ぐという。そのためにはジョブカフェとか、ジョブサロンもありますけれども、ジョ

ブカフェとの連携なども含めて、まだまだやることがいっぱいあるんです。そういったことも含めて、

道の若者離職防止プログラムっていう中にはいろいろいっぱい書いてあるんです。これもっとワークす

るようにしたら良いかなと思っているんですけれど。 
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【小磯座長】 

なるほど。なぜ、質問させていただいたかというと、私は地方創生の関係で、もう 10年以上申し上

げてきていることがあって、それはやっぱりその雇用の政策って地域政策の中で、かなり私は重要な部

分だと思うんです。ところが日本の場合は、戦後労働政策、雇用施策っていうのが極めて中央集権で、

それはやむを得ない部分があって、やっぱり雇用を創りだして、安定させていくというのを全部企業が

責任を持ってやってきた、良い国であったわけですね。ところが今、そういう状況ではない。そういう

中で、未だにハローワークは国の業務です。私、雇用で一番大事なのはマッチングだと思うんです。本

当に働きたい人のやっぱりこっちも気持ちに沿って、一方でこういう人が欲しいと、そこをうまくつな

いでいく仕組みというその政策が私は地方創生も含めた、地域政策の非常に大事な部分だと思うんで

す。それがやっぱり欠けているというところが問題だということで、20年近く言い続けているんで

す。やっぱりその国の権限の中で、雇用政策、労働政策に関わる部分は、未だにやっぱり国が非常に強

いですね。だからそういうものを地方が主体的にやれるような制度改革が必要です。今、地方自治体に

行っても、雇用情報ってほとんど無いです。市町村に行くと。そういう中で地方創生でマッチングをや

れと言ってもそれは無理で、でも例えば、今、離職率が高いとおっしゃいましたけれども、それぞれの

地域に行くと魅力ある職場って探せばあるわけで、それがなかなか高校を卒業する人、大学を卒業する

人になかなか伝わっていないという、意外にシンプルな問題である。私は恵庭市の地方創生のお手伝い

をずっとしているんですけど、そこでは今、恵庭市にはこんな企業があって、そういう企業でこんな特

色あるよという、そういう情報わかりやすく、そういう事業に地方創生交付金を使って取組を今、やっ

ています。それは私の経験からすると大事な取組なんで、まさに今日、この重点化とか新しい時代に対

応した施策というところであれば、そういうところにやっぱり重点化していくというのは、そういう取

組が北海道に広がると良いなと個人的には感じます。 

 

【坪田委員】 

いや、もしかしたら道内の自治体でそれをやっているところは結構あるかもしれないですよ。地方自

治体市町村で、雇用対策を実はいっぱいやられているんです。だからそんなのを見てくと、地域だから

できる雇用対策は数多くあります。 

 

【小磯座長】 

今、十勝では、地元にこんな素敵な企業があるよと紹介するものがあって、本当にわかりやすい。地

元にソーゴー印刷という企業があって、スロウという雑誌を出していて、あそこの印刷会社が、市町村

からの助成金を貰って地元企業の紹介の紹介をやっているんです。ああいう情報発信というのが、私は

まさに地方創生じゃないのかなと思っています。あんな取組が広がってくれれば、そういうところに地

方創生交付金が使われば、さっき坪田委員から北海道であんまりそういうことの活用が無いと、奨学金

の部分でしたけれどもね、そういうやっぱりそういう議論がすごく大事なとこだと思うんです。 

 

【梶井委員】 

ここの人材の活用っていうところもハローワークじゃなくって、その自治体独自の人材活用に関する

マッチングをやってすごく成功しているというとか、先ほど帯広の例もありましたけれども、そういう

ところをちょっと道としても少しお調べいただいてお示しいただければなと思います。親会議の時に離

職者の問題で、北海道は長時間労働が全高平均よりも多いと。だからやっぱり職場環境もね、今の若い

人に敬遠される職場環境もあるかもしれませんね。 

 

【坪田委員】 

そういうこともあるので、北海道は「働き方改革推進方策」を作りましたが、その推進方策も今年度

で一応終わるんですよね。それで、次期の推進方策をどうするかっていう議論が多分、今年行われるで

しょうから、そことの整合性というのかそことの連携というか、今回の道の地方創生の次期計画も働き

方推進方策とどう結びつくかっていうこと。どこかで結びつけたいんですが、それがどうしたら良いの

か、私にはわかりませんけど。そこで庁内でも連携していただきたいなと。 
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【小磯座長】 

そして前回、梶井委員からデータ提供の質問があった、女性の、若年女性の雇用を求めるという動き

の中で、大都市圏にやっぱりこう流れていっていると。これは地方にとって私は非常に厳しい状況だと

思います。大学進学で行くというのは、大学の 4分の 1が東京にあるので、ある程度やむを得ないと

思いますけれども、就職という場でさらに一極集中が進むという、これは地方創生の理念のからすると

ゆゆしききことなわけで、そのためにもやっぱり働く場っていうそういう面で地元にしっかり残れるよ

うな、そのための政策を北海道としてもやっぱり重点を置くということは大事な事だと思います。 

 

【小磯座長】  あと、他に御意見があれば。 

 

【柴山委員】  先程来、総花的な取組じゃなく、メリハリをという話がありましたが、北海道ならではの特色という
か、オリジナリティみたいなものが打ち出せたら、例えば、北海道はこの五つを集中的にやるのだとい

うのが、次の計画で見せていければいいのかなというように思います。北海道には何があるかという

と、やはり人口減少が 10年、全国よりも早く進んでいるとか、土地が広いとか、食と観光にを力を入

れてブランドになっているとか、そういうところがあります。あと何か目を引くところでは、スマート

農業の関係をちょっと打ち出してみるとか、宇宙産業も今話題になっていますのでそれに力を入れてい

くとか、そういう目を引くような打ち出し方ができればいいのかなと思います。 

また、先ほど委員の方がおっしゃっていましたが、ＪＲの問題もあります。交通政策総合指針も出さ

れていますので、広域な北海道で地域交通をどうしていくのかというところに力を入れて取り組むとい

うところもあったらいいのかなと思いました。 

 

【小磯座長】 

はい。ありがとうございます。 

あとはやっぱり外国人対応の問題ですね。この部分は将来に向けた大事な、また気になるところで、

今ヨーロッパ辺りが移民問題、特にイギリスのＥＵ離脱なんかもありますけれども、ただ、ヨーロッパ

諸国を見ても、移民の割合が急激に高まってくるのは 1990年以降なんです。90年頃だとイタリアと

かでも移民の割合って 3～4％です。今、日本が 1％台ですから、それがもう今では 2桁になってい

る。だから結局人口減少と労働力を補うための外国人材の確保というのが、本当にこれは結びついてく

る。そうすると日本もこれだけ人口減少が急激に、しかも高齢化も進み労働生産を担う人材ということ

で外国人に頼る割合というのは急速に高まる。そのときに地域としてどういう形で向き合っていくの

か、そのための地域としての仕組み作りといいますかね、そういうところって大事な点だと思いまし

て。 

私、釧路に長く住んでいたんですけども、今、釧路ってのは、ベトナムの方の労働者が多いんです。

これは、実は 20年ほどの経過があって、結局 20年前に太平洋炭鉱が閉山して、その時、そのままだ

と閉山して炭鉱が無くなってしまうので、ＯＤＡ、海外経済協力のスキームで炭鉱が存続しました。そ

うするとＯＤＡですから、外国人研修生がやってくる。そうしてやってきたのが、中国人とベトナム

人。ところが、それを契機にベトナムとの交流が進んで、今では釧路の水産物の輸出とかいろんな意味

でのベトナムとの国際交流を進めて行こうとする動きが広がって、今回のパラリンピックでは、釧路市

がベトナムのホストタウンに決まるとか。そういう交流の基盤があるから安心してベトナムの方が釧路

に来て、そこの労働者として働くという、それがやっぱり一つの本来目指すべき方向だと思うんです。

今、人が足りないから手っ取り早くというようなところだと、結局、人を呼ぶという、そういうところ

になかなか繋がらない。ただ大変難しいテーマなんですけど、そうした議論もそろそろ始めていく必要

が、私はあるんじゃないかと思います。 
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【坪田委員】 

道庁もすでに外国人の受け入れについて方針方策を出していますよね。道庁も既に出してるんです

が、それを具体的にどうするかっていうところがこれからの課題だと思っています。ちょっと忘れちゃ

いましたけど、「か・でる」にそういうセンターがあると思うんですが、交流センターのような。そこ

が共生センターのサポートセンターの道からの委託を受けてそれでやるってことなんですが、事は就労

ですよね、就労ってことは、労働条件も含めて、労働条件決定をどこでどうやって誰がやるかっていう

問題がどうしてもつきまとうんです。だから単なる共生社会を、外国人が働きやすい共生社会ってこと

も、大事なテーマでもあるんですけど。やっぱり働いて来てるわけだから、ちゃんと労働条件、きちん

とした労働条件で働けるかどうかをチェックするということ、これは入管の問題でもあり、厚生労働の

問題もあるんですけど、当然道庁も関わってきますので、ちゃんと気持ちよく働いてもらうということ

をどうやって確保するか。そこら辺のテーマをどうやって、どういう形でここに盛り込むのか、少し検

討してもいいのかなと思います。東川町の介護の学校でしたっけ。やっぱりあのようなに、町として相

当力入れてやってらっしゃるところもあるから、そういう教訓になく学ぶようなこともあってもいいか

もしれません。 

 

【小磯座長】 

単に労働力として、ここに必要だからということではなくて、そこを取り巻く、幅広い意味でのイン

フラですよね。その地域としてどういう形で、将来的にはやっぱり外国人材を必要とする状況は必ず来

るわけですから、それはこういうところでしっかり政策として打ち出した上で、そのためのいろんな取

組の方策、そこにはグッドプラクティスという先行事例の良いところがあれば紹介していく、それも大

事な議論だと思いますね。 

 

【堤課長】 

ちょっと追加というか、ここで札幌への人口集中ということで出させていただきましたけれども、例

えばその札幌との関係だとか、その市町村戦略への北海道としての支援の在り方であるとか、地域戦

略、地域というか、そういった視点ついては、ご意見などどうかなと。すいません、ここには新たな視

点として書いてはなかったのですが、その辺もご意見をいただけたらなと。 

 

【坪田委員】 

創生総合戦略だからということもさることながら、古くて新しい問題で、やっぱり北海道は、例えば

医療圏で言うと 1次 2次 3次があって、やっぱりそれぞれの生活経済圏域の中でいろんなものが置か

れてきたっていうこともありますからね。先ほどお話もありましたように、地域の公共交通を圏域でど

う考えるか。その圏域が時代とともに変わりつつある、広域化してるかもっと狭くなっているかという

こともあるんですけど、医療と交通について、やっぱりこれからも北海道の果たす役割は、大きいなと

思うので、これは保福部の話だからって言わずに、そこの地域で住み続けることができる一つの大きな

要素として、医療や介護の考え、そのための圏域をどうやっているか、自治体との連携をするか。ここ

は問題提起程度でいいのかもしれませんけど、触れておくべき課題じゃないかなと思います。 

 

【堤課長】 

さっきのインフラも含めてそういうことに繋がっていくのかなと。 

 

【小磯座長】 

今回はより一層、札幌一極集中問題が大きな問題になるんじゃないでしょうかね。人口減少によって

人口の絶対数が減るっていう現象と同時に、札幌に人口が集中していく。そういう地方部に北海道とし

てどう向き合っていくのかという。だから、全国の東京一極集中問題と北海道における地域構造の問題

としての札幌一極集中問題。逆に北海道庁との役割ということで考えれば、後者の部分ですよね。そこ

に北海道としての政策の姿勢をどういう立ち位置で持つのかということだと思います。すぐに妙薬があ

るわけではないと思うんですけれども、例えばそういう問題意識を持ってこれからいろんな各政策に臨
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んでいくべしということもあるし、私はそれよりも、こういう地方創生の政策で大事なのは、分析じゃ

ないかなと思いますね。やっぱり今、北海道で札幌一極集中が進んでるという、単純に言う表現では言

えない部分があって、多分、札幌に集中は進んでいるんですけれども、今、札幌の生産力って落ちてき

ているんです。それで 1人当たりの荒い付加価値率で見ると、今、道央圏は全体で伸びてるんですけ

れども、道央圏の伸びを支えているのは札幌市以外なんです。これは結局、札幌市に集まってくる方達

が高齢者ということで、結局、稼ぐ力としては、周辺が支えてるという構造になってきていて、経済同

友会の分析の中で少し勉強したんですけれども、これよく考えてみると、北海道庁がそういう分析をし

てそういうメッセージを出して、その問題点を指摘しながらみんなで政策を考えていくという、だから

地方創生でいけば国はリーサスという、情報の提供サービスという大事役割を掲げましたけど、それに

見合う北海道内のいろんな地域の分析というのを、人口ビジョン作業の一環としてでもいいと思います

し、それとは別に構造分析というような北海道を科学的に分析して、考える材料を提供していくという

ような、そういう部分も重点化の一つにおいて、取り組んでいいんじゃないかなというふうに思いま

す。 

 

【熊谷委員】 

市町村の総合戦略と北海道の総合戦略との連携ですが、町村の総合戦略は、その町村の得意分野産業

や地域資源を活かすような取組に計画を立てております。それをうまく生かせられるのかという話です

が、北海道はそれを個別に取り上げても様々な地域があるので難しさがあると思います。 

ただ、やはり、例えば北海道の一次産業で漁業は大変だと言っても、それぞれの地域ごとに状況が違

います。農業も酪農もあれば、畑作や稲作があり、そのことをきちんと把握しているのは振興局であっ

て、これまでも連携しているはずです。ですから、振興局単位の地域戦略は大事な部分ですので、地域

性を生かすような取組を振興局単位でも構いませんし、広域連携として振興局を超える部分でも良いの

ではないでしょうか。北海道を一括りではなく、北海道のこの地域はこうですということを、意識して

いただき連携をこれまで以上に図っていただければと思います。 

 

（議事６：検証報告書の取りまとめについて） 
【堤課長】 

資料５に基づいて説明させていただきますが、検証報告書取りまとめ（案）のイメージということ

で、柱立てということか、目次ということで、第 3回目の 25日については、これに中身を厚めにとい

うか、全体 20ページにぐらいになることを想定しておりますが、はじめにということで、これまでの

経過であるとか、検証ワーキングの位置付け等を述べた後、人口ビジョンの検証について、ここでの主

な意見と下にありますけれども、それぞれの各章ごと各柱立てごとにこれまでいただいた 1回目 2回

目また 3回目でいただく意見について、補強というかそういうものとして、出させていただきたいと

思っております。 

今、人口ビジョンの話をした後、総合戦略の検証ということで、一番上に大枠の全体フレームの検証

ということと、重点戦略、基本戦略、地域戦略という三つの戦略と市町村への支援ということで、これ

までの数値目標と進捗状況、さらには施策の推進状況と本日、ご議論いただきましたけども、課題や方

向性ついて、一つの方向性、検証をしていきたいということでございます。 

大きな 4つ目といたしまして、今ほどの戦略策定後の経済社会情勢の変化を踏まえて、どういった

変化があって視点が必要なのかっていうのを改めて整理しまして、最後、その検証ワーキングとして今

後、重点的に取り組んで行く事項だとか方向性についての提言（案）というような形を取りまとめたい

と考えております。 

1回目、2回目で使った数値だとかＫＰＩの資料、また本日の各種資料については、別冊というか、

参考資料として付けるというような形で、おおよそ本体、イラストというかイメージ図込みで 20ペー

ジぐらいでまとめて、25日にお示しできればと考えております。報告書のイメージ、柱立てとして

は、そのようなことになっております。 
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【小磯座長】 

これを踏まえて、先ほどの続きといいますか。それであればもう今回、どういう検証の仕方をするか

という基本論も含めて、前回と今回、かなり活発な基本的なご意見も踏まえていますので、なるべく、

ここで出た意見はここに掲載していただく形でね、逆にこういう考え方のこういう意見があったよとい

うことをいろいろ後で、多くの方に見ていただくことが、実は検証としては大事なことなので、それを

皆さん方でまとめて、こういう方向でという一つに集約してしまうとなかなか大変だと思いますので。 

ということで、せっかくの残された時間ですので、私から一つ。人口ビジョンのところは、前回少し

データの追加手直しだというふうに申し上げたんですけど、さっき申し上げたように、これはこの部分

でいいんですけれども、これからやっぱり特に市町村に対して、北海道内の離職後の人の動きだとかデ

ータについての要請もあったし、科学的な北海道におけるいろんな面での人口、それから経済地域構造

そういうところの分析ですね。そういうことでデータを、積極的に分析して提供していくというその辺

の役割というのを、北海道独自のこれは人口ビジョンの作業に入れるかのかどうか、北海道の役割とし

てやっぱり、ぜひ 2期の取組の中には入れ込んでもらいたいですね。 

意外に市町村ベースっていうのはデータがないんです。今回、国から示されたリーサスっていうのは

ビックデータを使っていて、なかなか使いづらい。きちっとした数値に落とせるようなデータではな

い。それから特に象徴的なのは、産業連関分析なんかはリーサスでは示されたんですけど、精度が悪く

て、あれも 20部門ぐらいでほとんど使えないし、しかも按分方式なので小さな市町村になればなるほ

ど誤差が非常に大きいという。そういうところはこれからの時代ですから、エビデンスベースの政策と

いう視点で、そういう流れからいっても北海道庁の役割としてはきちっとしたデータ分析を。統計部門

も優秀な人たちを抱えているんで、そういうところとも協力してやっていただきたい。そんな意味合い

もちょっと、ここに入れていただきたいと思います。 

 

【堤課長】 

道庁としてこの検証ワーキングの中でも、データを新しくさらに分析する必要が今後ともあるだろう

し、市町村に対して提供する役割を担っていくべきだというようなことですね。 

 

【小磯座長】 

そうですね今日の会議だけでも、例えば雇用に関するデータですよね。 

 

 

【堤課長】 

そうですね、追加できるものは、この検証ワーキングの報告書の中ででも、どんどん入れたいと思い

ます。 

 

【小磯座長】 

戦後、国勢調査ベースのデータがあって、それに対して、北海道庁は、例えば生活圏、例えば買い物

とか、そういう人の動きはどうなんだということ、ずっとを定点的に調査分析していました。それによ

って圏域の広がりっていうのが見えてくるんですけれども、今そのデータがないんですよね。ところが

今、地方創生の中では雇用圏という、これは国がいわゆる通勤圏だと思うんですけれども、雇用に注目

した地域経済圏ということで、それでいくと今、北海道は、北海道の政策としては生活圏域 6圏域で

すけれども、それが 23ぐらいの地域経済圏とかっていう分析がある。ああいうデータって非常にわか

りやすいんですよね。結局、自分たちの地域はいいけれども、経済中心ってどこなんだろうか。買い物

中心ってどうなんだとか、医療の中心ってどうなんだっていう。昔はそういう視点で議論してたわけ

で、そういうデータもやっぱり北海道の施策の役割として、私も経済白書を作る時だったり、いろんな

ところで申し上げてますけど、まさにそういう議論です。そういうこと考えるための材料というものを

市町村に提供していく役割ってのは、北海道の行政の役割としては大事じゃないかなと思います。そん

なところをせっかくなんで、検証の中に加えておいていただきたいというそういう意味合いです。 
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【篠崎委員】 

人口のところの話で、先ほど東川という町の話が出たんですが、あそこは人口増えているんですよ

ね。それで何で増えているのかというと、非常に上手いことやっているなと思うのは、移住が非常に多

くて、移住と言っても若い人たちですね。若い人たちが東川に住みやすいということで来ている。ただ

そういうところで、じゃあ本当そうなのかっていうと、実際は経済圏としては旭川のいろんなスーパー

を使ったり、医療機関を使ったりしている。車で 30分で旭川に行けますからね。それはもう今の時代

になっては、それでいいと思うんですよね。ですから私が言いたかったのは、東川がなぜそういう形で

人口が増えているのかということを、分析までもないですが、要素があって増えてるわけですから、そ

ういう例、他の減っているところの市町村に対して示しをしてあげれば、また何かの使えるところは使

ってもらえばいいという、何かきっかけになるんじゃないかと思いますので、よろしくお願いします。 

 

【坪田委員】 

もう時間かもしれませんが、先ほどの戦略の検証の中でも、やっぱり方向性としてはもう徹底した子

育て支援みたいなところもね、バンと打ち出して、今、先生がお話しされたように、子供が産み育てや

すい町という、そういうコンセプトを大々的に北海道は掲げてもいいのかもしれませんね。  あと、それを言い出すと、例えば 1人親世帯の状況の大変さって北海道、他県もそうですけど、そ

こにもうちょっと光が当たるようなことをやるだけでも、随分と今、不安定な就労につくことが多いで

すけど、生活保護をもらっているわけじゃないんですよ。働いていますからね。そういった方々がもっ

と安定的に能力を生かせる、なお且つ、子育てもすることができて、教育を受けさせることができる。

さっきの奨学金じゃないんですけど、そういうことに徹底してこだわってみるっていう、打ち出しがで

きればいいなと思いますね。 

 

【小磯座長】 

北海道はモデルがあるんですよね。私は釧路に居たんですが、そこで、生活保護が北海道は全国の 2

倍、さらにその 2倍が釧路市なので、厚生労働省の指導でそれを減らすために、あそこは母子世帯、

ひとり親が多いので、それを中間的就労という、すぐには生活保護を出しきれなくても、周りがいろん

な形で働く場づくり、ボランティアも含めてという、新しい釧路方式をつくり出していくという取組が

ありました。それは、その後の生活困窮者自立支援法という法律までなったという経験があります。だ

から地域独自の課題に向き合う政策というのは、実は国の法律にまでなるという、そうした先行例が北

海道にあるわけで、今、東川の話題がありましたけど、何かやっぱりそういうところを、ただ褒め称え

るだけではなくて、なぜこういうふうに上手くいったのかというところを少し分析して、そこの紹介と

共に伝えていくという、それを北海道全体で広げていくというような、そういう役割が地方創生の新し

い戦略の取組の中で生まれてくると、北海道らしい役割ですよね。北海道の中の良い取組を広めていく

という。 

 

【坪田委員】 

「子どもの未来輝くパッケージ」という政策があったんです。それは 2年ほど前に終わってしまっ

たんですよ。いろんな事業の寄せ集めと言ったら語弊がありますけど、道もそういう子育てをパッケー

ジで展開してこうっていうことを取り組んできたことも過去にありますので、それをある意味、もっと

今の時代に合った内容にしてより見える形で、お金もいっぱい付けてやっていくと、新しいパッケージ

として良いんじゃないかなと思いますけど。 

 

【小磯座長】 

北海道らしい政策パッケージという提案も非常に大事なことですし。従来のこういう施策を立て方と

は違いますからね。あといかがでしょうか。これだけは議論しておいて欲しいという論点は、あります

か。とりあえずは、この 1回目 2回目の検証ワーキングの意見を中心に、報告書でまとめるというそ

んなイメージですね。 
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【堤課長】 

そうです、この 1回目 2回目で報告書（案）は。3回目に出た意見は、小磯座長と事務局にお預けい

ただいて盛り込む方向でいきます。 

 

（議事７：今後のスケジュールについて） 

【堤課長】  今後のスケジュールでございますが、資料 6でお配りしております。次回、第 3回として７月 25日

の木曜日、4時半から、場所は別館になりますけれども、5階の大会議室で、創生協議会幹事会と合同

開催ということで開催させていただきますので、議題としては協議会の報告内の取りまとめということ

で、先ほどの。メンバーはこれにですね、12、13人ぐらい増えます。 

 

【小磯座長】  その方達からは、どのように意見をいただこうと考えているのですか。かなり難しいなという感じは
受けましたが。初めて出てきた幹事は検証WGのメンバーではないのにどういう立場で意見を出され

るのですかね。それはどういう整理をされるのですか。 

 

【堤課長】  基本的には第 3回目の検証ワーキングの出席者に加え、幹事会の委員の方に聴いてもらうというよ

うなことで考えていたんですが。 

 

【小磯座長】  じゃあ第 3回の検証ワーキングでやるという形で考えてもいいですね。 

 

【堤課長】  そのように考えております。 

 

【小磯座長】  それ以外の方は、検証ワーキングの議論を聞いていただくという形でご参加いただくという理解でい
いですか。 

 

【堤課長】  聴いていただくというか、ご意見もその後に頂く予定ですが、第 3回の検証委員会に一緒に入って

いただいて、その議論を一からやるというわけではなくて。 

 

【事務局】  報告書がそのまま協議会の資料になりますので、協議会の資料については事前に幹事の皆様からご意
見を頂くという位置づけになっていますので、検証ワーキングの第 3回も一緒にやるんですが、出席

いただいた幹事の皆様から、もしお気づきの点があれば、ご意見頂くという形で進めたいと考えており

ます。 

 

【坪田委員】  幹事会をやるのは、次期戦略の策定の出発かなと考えていたんですが。次期戦略は作るんですよね。 

 

【堤課長】  次期戦略を作るのもありますが、第 3回の検証ワーキングと合同と考えたのは、今、説明申し上げ

ましたが、検証ワーキングは 3回で一旦、最終回を向かえるので、一旦の取りまとめ（案）を出しま

すと。その取りまとめ（案）が８月８日の創生協議会に報告予定の物として作る予定です。  創生協議会の資料について、元々、幹事会の人に、取りまとめの報告書（案）も幹事会の人に、時期
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をずらしたとしてもご意見を伺うと考えておりましたので、取りまとめと加えて、何らかの意見があれ

ば聴いた上で報告書を直すと言うのではなくて、それも踏まえて８月８日の創生協議会にどういった意

見を上げるかということに繋げていきたいと考えておりました。   

【小磯座長】  幹事会で出た意見を受けて、特に修正しないということであれば、あくまで検証ワーキングとして
は、今日の意見を踏まえて、最終的にまとめて、検証ワーキングのメンバーでここはちょっと修正して

欲しいと言われれば修正し、それで報告書は完成だと。ただその最後のプロセスの部分については、幹

事会のメンバーにも聞いてもらって、そこで出た意見で報告書を修正するということではないわけです

よね。 

 

【堤課長】 

そうですね。 

 

【小磯座長】 

そこポイントですよね。こんな議論をしているよということを事実上、幹事会のメンバーにも認識し

ていただいて、それでその後の協議会の円滑な運営に繋げていくということですね。 

 

【堤課長】  はい、そのようにやらせて頂きたいと思っています。皆さんのこれまでの積み重ねは何だったのかと
ならないように、そこは切り分けてやりたいと思います。 

 

【小磯座長】 

ただ、そうなってくると、議論の進め方としては難しいですね。それこそさっき提案があったように

分けてやった方がわかりやすい気もしますが。ただ、事実上、同じところに座っているわけですね。 

 

【堤課長】 

そうですね、そういうふうに同じロの字テーブル内かなと思っていますが。 

 

【坪田委員】 

ワーキングで議論する議論は、それはそれでありますけど、協議会の議題ってあるじゃないですか。

協議会としては、次の創生協議会に向けて何が議論されるかっていうことを事前にすり合わせじゃない

ですけども、情報交換しておきましょうという意味合いなので、だからそこはワーキングの人たちが議

論すべき課題と、協議会で議論する課題と一応、分けないと変だなと。 

 

【堤課長】 

そうですね。少なくとも今パッとですね、じゃあ分けましょうかとは言いづらいんですが、議事進行

上の検証ワーキングの報告書案の意見出しと修正案についてっていうところを一つやった上で、その区

切りをつけた上で、幹事会から意見を頂くだとか、次の別の資料を含めて幹事会としての議論というの

をやりたいんです。 

 

【小磯委員】 

それは、次の時に同じ時間帯にでやるということで、前段の部分が第 3回の検証会ということで、

最終的にそこで我々の報告としては、いただいた意見をどう反映するかは私と事務局任せていただいた

上で、一応それで決定と。そのあとは幹事会メンバーに入っていただいて、こういう検証作業やってき

たっていうところを理解していただいて、どういう議論があったのかというご質問があれば、忌憚なく

お答えするという、意見交換の場にしていくと。幹事会と検証ワーキングとの意見交換ということで、

それで後段、幹事会メンバーの方々には、今後の協議会でその検証作業ってどういうものだったらそこ
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に理解を深めていただく場として、次回は使っていただくと。そんな整理でどうですか。 

 

【堤課長】  そうですね、そのためにすみませんが、小磯座長と梶井委員も後段についてもお付き合い頂くと言う
ことでお願いしたいと思います。 


